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１．事業所名　　　　 

大浩ホールディングス株式会社

２．代表者氏名　　　 

秋月　聖行

３．所在地　　　　　 

・大浩ホールディングス株式会社

　　本社：神奈川県相模原市南区麻溝台1-6-13

・株式会社大浩

　　本社・神奈川事業所：神奈川県相模原市南区麻溝台1-6-13

　　山梨韮崎事業所：山梨県韮崎市上ノ山3683

　　甲府事業所：山梨県甲府市下曽根町2781-1

・株式会社ネクサス大浩（＊対象外組織）

　　神奈川県藤沢市湘南台1-6-18

・株式会社LIBERTAD（＊対象外組織）

　　東京都 世田谷区駒沢2-17-5

４．環境管理責任者　 

管理本部　秋月　智佳

連絡先　 TEL: 042-702-3550　　E-Mail：tomoka_akizuki@oohiros.co.jp

５．事業の規模(2021年3月期)

資本金：　　　　4,800万円6000万円（大浩ホールディングス株式会社）

4800万円（株式会社大浩）

年商額：　　　　　 25億5794万円（対象組織合計）

従業員数： グループ全体196名（内対象組織128名）

延床面積： 1,937 ㎡

　　大浩ホールディングス ：247.5㎡

　　大浩：　神奈川事業所：742.5㎡　 　　山梨韮崎事業所 ：947㎡

      　　　　  甲府事業所：1078.9㎡

Ⅰ　組織の概要



.    認証・登録の対象組織・活動

登録組織名：大浩ホールディングス株式会社

　　　　　活動：グループ会社の管理業務及びそれに付随する事務的業務

対象組織

　　　株式会社大浩

　　　　　活動：精密機器装置、検査装置、半導体製造装置等の受託製造

対象外組織

　　　株式会社ネクサス大浩

　　　　　除外理由：取引会社のEMSの管理下のため

　　　株式会社LIBERTAD

　　　　　除外理由：業種が異なり事業全般に対するEMS運用が困難なため



1

2 日常業務において省エネをこころがけ環境負荷を軽減する

3 事務用品等の購入はグリーン購入を推進する

4 環境に関する法規・条例を遵守し、環境に配慮した企業活動を行う

5 全従業員に環境経営方針を周知、徹底する

制定日　2020年3月31日

改定日　2021年3月31日

当社の事業活動であるグループ会社管理業務および精密機器装置、検査装置、半導体製造装

置等の受託製造において、地域ならびに地球環境に与える影響を常に考慮し、積極的かつ継

続的に環境経営に取り組んでいく。

Ⅱ　環境経営方針と行動指針

環境経営方針 　

当社は、「従業員全員が高い志を持ち、常に最新の技術や価値を提供する」ことにより社会

に貢献し、企業として存続・発展することを目的とする。

大浩ホールディングス株式会社

代表取締役　秋月　聖行

下記の行動指針に従い、環境負荷を軽減し、住みよい地球と豊かな社会づくりに貢献する。

＜行動指針＞

技術・品質の向上、業務の改善により、二酸化炭素排出量の削減、廃棄物の削減に努

め、環境負荷を低減する



代表取締役

・経営おける課題とチャンスの明確化

内部監査チーム ・取組、仕組みがガイドラインに適しているか、有効であるかを確認する

・監査後、必要に応じて是正・予防措置提案書を環境管理責任者・代表者に提出

環境管理責任者

環境管理者

環境事務局

全従業員

・環境活動の取組結果を代表者へ報告

・環境関連の外部コミュニケーション　

・環境方針の理解と環境への取り組みの重要性を自覚

・問題点の発見、是正、予防処置

・決められたことを守り、自主的・積極的に環境活動へ参加　

・環境活動レポートの確認　

・環境方針の理解と環境への取り組みの重要性を理解しているかを確認

・問題点の発見、是正、予防処置の確認

・決められたことを守り、自主的・積極的に環境活動へ参加しているかを確認

・環境関連法規等取りまとめ表の作成並びに遵守評価の実施

Ⅲ　実施体制

・環境活動レポートの作成、公開（事務所に備付けと地域事務局への送付）

・環境経営に関する統括責任　

・環境方針の策定・見直し及び全従業員へ周知　

・環境目標・環境活動計画書を承認　

・代表者による全体の評価と見直しを実施　

・環境活動レポートの承認　

・環境負荷の自己チェック及び環境への取り組みの自己チェックの実施　

・環境目標、環境活動計画書原案の作成　

・環境活動の実績集計　

・環境経営システムの構築、実施、管理　

・環境関連法規等の取りまとめ表を承認　

＜関係者の権限と役割＞

・環境管理責任者を任命　

・環境への取り組みを実施する為、必要な人員、設備、費用等を準備する　

・環境目標・環境活動計画書を確認　

大浩ホールディングス㈱

代表取締役

秋月 聖行

環境管理責任者

大浩ホールディングス㈱

管理本部 秋月

㈱大浩大浩ホールディングス㈱

本社／相模原第一事業所

相模原第二事業所

環境責任者：営業部 秋月

環境管理者：品証 佐藤

山梨韮崎事業所

甲府事業所

環境責任者：技術部 長田

㈱ネクサス大浩

＊対象外

㈱LIBERTAD

＊対象外

環境事務局

大浩ホールディングス㈱

総務部

環境責任者：総務部 

秋月

環境管理者：総務部

全従業員
本社／神奈川事業所

全従業員

山梨韮崎事業所

甲府事業所

全従業員

監査チーム

品質保証部 清水･佐藤

総務部 西野



（1）中期目標

大項目 項目名 単位
2022年度

基準年

2023年度

目標

2024年度

目標

2025年度

目標

kg-CO2 174,924 192,416 192,000 191,500

削減率 -10.0% -9.8% -9.5%

ｋWh 143,861 158,247 158,000 157,500

削減率 -10.0% -9.8% -9.5%

ｋWh 189,000 207,900 207,500 207,000

削減率 -10.0% -9.8% -9.5%

ｋWh 167,368 184,105 184,000 183,500

削減率 -10.0% -9.9% -9.6%

ｋWh 276,131 303,744 167,000 166,000

削減率 -10.0% 39.5% 39.9%

L 12,138 13,000 12,900 12,800

削減率 -7.1% -6.3% -5.5%

L 204 800 795 790

削減率 -292.2% -289.7% -287.3%

L 3,658 4,000 4,130 4,110

削減率 -9.3% -12.9% -12.4%

L 3,554 3,600 3,580 3,560

削減率 -9.3% -12.9% -12.4%

Kg 3,510 3,850 3,830 3,820

削減率 -9.7% -9.1% -8.8%

Kg 1,235 1,360 1,350 1,340

削減率 -10.1% -9.3% -8.5%

Kg 3,510 3,860 3,850 3,840

削減率 -10.0% -9.7% -9.4%

Kg 919 1,010 1,005 1,000

削減率 -9.9% -9.4% -8.8%

Kg 6,277 6,300 6,290 6,280

削減率 -0.4% -0.2% 0.0%

Kg 1,794 910 905 900

削減率 49.3% 49.6% 49.8%

Kg 2,001 3,880 3,870 3,860

削減率 -93.9% -93.4% -92.9%

Kg 815 890 885 880

削減率 -9.2% -8.6% -8.0%

L 233 253 250 247

削減率 -8.6% -7.3% -6.0%

L 46 55 53 50

削減率 -19.6% -15.2% -8.7%

L 123 226 225 224

削減率 -83.7% -82.9% -82.1%

枚 6,950 7,500 7,450 7,400

削減率 -7.9% -7.2% -6.5%

優先購入 優先購入 優先購入

購入点数27％

以上

購入点数28％

以上

購入点数29％

以上

＜備考＞

大浩ホールディングス㈱・㈱大浩本社・相模原第一事業所の３部門を合わせ相模原第一事業所とする

相模原第二事業所・韮崎事業所・甲府事業所　CO2排出係数＝0.462kg-CO2/ｋWh　東京電力エナジーパートナー

相模原第一事業所　CO2排出係数＝0.494kg-CO2/ｋWh　JXTGエネルギー㈱

甲府事業所：賃貸事務所のため電気・廃棄物のみ計測可（ガソリン代は山梨に含む）常駐者：25名

削減率は基準年に対して設定

＊1　数値目標は設置せず、長期計画で取り組んでいく

相模原第一事業所は2023年4月開設のため参考値とし、2024年度に見直しをする。

甲府事業所の廃棄物は2022年10月より計測可能となったため参考値とする

相模原第一・第二事業所のガソリン・軽油使用量を合わせて神奈川とする

％ 33%

節水

相模原第一　水使用量

相模原第二　水使用量

韮崎　水使用量

紙資源使用の

削減
コピー用紙購入量

産業廃棄物（韮崎）

事業系一般廃棄物

（韮崎）

産業廃棄物（甲府）

事業系一般廃棄物

（甲府）

グリーン購入 文房具のグリーン購入

山梨 軽油使用量

産業廃棄物

（相模原第一）

Ⅳ　環境目標とその実績

二酸化炭素排出量

電力使用量

（相模原第一 ）

電力使用量

（相模原第二  ）

電力使用量

（韮崎）

電力使用量

（甲府）

神奈川 ガソリン使用

量

神奈川 軽油使用量

山梨 ガソリン使用量

二酸化炭素削

減

廃棄物削減

事業系一般廃棄物

（相模原第一）

産業廃棄物

（相模原第二）

事業系一般廃棄物

（相模原第二）



（2）対象期間実績

大項目 項目名 単位
2019年度

基準年

2022年度

目標

2022年度

4月～3月

年間実績

kg-CO2 174,924 171,000 319,202

削減率 2.2% -86.7%

ｋWh 144,527 141,000 143,861

削減率 2.4% -2.0%

ｋWh 169,277 166,000 167,368

削減率 1.9% -0.8%

ｋWh 276,131

L 2,682 2,640 12,138

削減率 1.6% -359.8%

L 4,193 4,110 3,658

削減率 2.0% 11.0%

L 204

L 3,632 3,560 3,554

削減率 2.0% 0.2%

Kg 2,029 4,741

削減率 0.1% -133.7%

Kg 3,510 3,440 6,950

削減率 2.0% -102.0%

Kg 1,400 1,390 1,235

削減率 0.7% 11.2%

Kg 919 900 2,190

削減率 2.1% -143.3%

L 355 348 233

削減率 1.9% 33.0%

L 228 224 123

削減率 1.8% 45.1%

枚 95,000 81,000 69,500

削減率 1.8% 14.2%

優先購入 704点中237点

購入点数

27％以上

購入点数

33%

＜備考＞

大浩ホールディングス㈱・㈱大浩本社・神奈川事業所の３部門を合わせ神奈川事業所とする

山梨韮崎事業所　CO2排出係数＝0.455kg-CO2/ｋWh　東京電力エナジーパートナー

神奈川事業所　CO2排出係数＝0.494kg-CO2/ｋWh　JXTGエネルギー㈱

甲府事業所：廃棄物・ガソリン代は山梨に含む（廃棄物は2023年度より計測可能となる）

エアコン入替で省エネ効果があった

が、業務量増加により基準値を若干

上回った

神奈川 ガソリ

ン使用量

出張での車両利用と山梨地区との

行き来増加により使用量が増加し

た

目標達成

山梨 軽油使用

量

目標達成

山梨 ガソリン

使用量

韮崎　 電力使

用量

甲府　 電力使

用量

2022年より計測可能となったため実

績値のみ

神奈川 軽油使

用量

今期よりトラックでの運搬が必要

となり軽油の使用が発生した

コメント

二酸化炭素排

出量

甲府事業所の電気使用量追加によ

り増加

神奈川 電力使

用量

社員数・業務量の増加により排出

量が増えた

目標達成

神奈川　水使

用量
目標達成

山梨　水使用

量
目標達成

コピー用紙購

入量
目標達成

二酸化炭

素削減

業務量の増加により排出量が増え

た。古い資材を廃棄した。

グリーン

購入

文房具のグ

リーン購入
％ 24%

節水

紙資源使

用の削減

事業系一般廃

棄物（山梨）

産業廃棄物

（神奈川）

廃棄物削

減

産業廃棄物

（山梨）

業務量の増加により排出量が増え

た。古い資材を廃棄した

事業系一般廃棄

物（神奈川）
分別の徹底より目標達成

事業所内の整理をし不用品をまと

めて処分したため増加



評価期間2022/4/4～2023/3/31

環境項目 達成手段 結果 次年度の計画

bigupの業務タスクによる仕損じの見える

化により、情報を共有し再発を防ぎ、ロス

を削減

〇 継続実施

安全巡視等による5Sの徹底により事故・ケ

ガ等を防止
△

継続実施

部署による定着率

の差を解消するよ

う努める

IT化による作業時間の削減 〇 継続実施

スキルアップによる作業効率のUP 〇
継続実施

・各種申請書類等のオンライン化（bigupによ

るペーパーレス化） 〇 継続実施

廃棄物分別の徹底 〇 継続実施

・テレビ会議を活用し、車での移動を減らす 〇 継続実施

・エコドライブを徹底する 〇

定着のため計画か

らは外すが取り組

み自体は継続する

・エアコンの設定温度を適正温度に設定する 〇 継続実施

・蛍光灯設備の交換時はLED照明の導入を検討

する
〇 継続実施

・不用時消灯を心がける 〇 継続実施

・業務終了後はパソコン等の電源を切る 〇 継続実施

・最後の退社者が最終消灯チェックをする。 〇 継続実施

・常に節水を心がける 〇 継続実施

・水量を調整し適量での使用を心がける 〇 継続実施

・蛇口がしっかり締められているか使用後に確

認する
〇 継続実施

・エコマーク、環境配慮マークのある事務用品

の積極的購入、使用に努める
〇 継続実施

・再生紙品の購入、使用に努める 〇 継続実施

結果 〇：おおむね達成

△：取り組んではいるがまだ未達成もしくは改善が必要

×：達成できていない

6
事務用品グリーン

購入の促進

5
水資源使用量の削

減

3
車輌燃料消費量の

削減

テレビ会議の実施が

定着。

社員への周知徹底、

実施状況の確認が必

要。

4 電力使用量の削減

韮崎事業所でLEDに

順次切替中

2
廃棄物排出量の

削減

Teamsによる資料の

共有化を実施。

事業所間の分別ルー

ルを共通化し、ゴミ

箱の表示を統一。

Ⅴ　環境経営計画の取組結果とその評価並びに次年度の取組

評価・実績

1 業務の環境配慮

情報共有により再発

を抑制。

毎月巡視を実施。指

摘事項を社内に公

開。危険予知トレー

ニングの実施。

基幹システム

（bigup)機能追加
入社時研修（社内諸

規定・ITセキュリ

ティ・製造従事者は

製造系研修）を実

施。役職者研修実

施。



プラゴミは青、一般ゴミはグレーのゴミ箱にし、分別しやすくしている。

また、プラスチック類は緑、一般ゴミは赤で表示を統一している。

事業所のある自治体のSDGsパートナーに登録。

持続可能な社会の実現に取り組んでいる。

Ⅵ　取組の様子



1 環境関連法規等の遵守状況

該当 遵守 備考

消防法（危険物取扱に係る部分のみ） × 消防法指定数量1/5未満

〇 〇

適法処理をする業者と契約(許可証・マニュ

フェスト確認）・マニュフェストの保管・

産業廃棄物管理票交付等状況報告書の提出

〇 〇 市の条例に基づき分別

〇 〇
廃棄時、適正に処分（家電リサイクル券を

確認）

〇 〇
リサイクル預託金、廃車時処理は自動車管

理台帳にて管理

〇 〇

第一種特定製品　エアコンディショナー

簡易点検を年４回実施

当社に関係する環境関連法規等は上記の通りです。

遵守状況を2023年3月に確認した結果、違反はありませんでした。

2 違反、訴訟等の有無

関連機関からの指摘、環境関連の訴訟は過去3年間ありませんでした。

また、活動期間中に外部からの苦情はありませんでした。

フロン類の使用の合理化及び管理の適正

化に関する法律（フロン排出抑制法）

Ⅶ　環境関連法規などの遵守結果及び違反・訴訟などの有無

法規制等名称

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃

棄物処理法）

特定家庭用機器再商品化法（家電リサイ

クル法）

使用済自動車の再資源化等に関する法律

（自動車リサイクル法）

一般廃棄物に関する市条例

（相模原市・韮崎市）



今年度はエコアクションに加え事業所所在地の自治体にSDGsパートナー登録を行い、環境への負荷削減

脱炭素社会への実現にむけての取り組みが充実してきた。

更なる存続発展にむけて事業の拡大計画もあることを考慮し、今後の目標設定をおこない社員全員で引き続き

目標達成を目指し取り組んでほしい。

見直し実施日・区分

見直し対象期間

前回の指示への取組結果

２.環境目標・環境活動計画の達成状況

３.問題点の是正処置・予防処置の結果

４.外部からの苦情・要望に対する結果

５.社会・取引先・法規制等の外部動向

６.環境経営システムの有効性及び妥当性

７.その他

・特に無し

今年度計画に沿って実施

2022年4月1日　～　2023年3月31日

指示内容

引き続きペーパーレス化を進める

・水資源使用の削減：達成

評価・コメント

・エコアクション21の要求事項に基づい

て環境マネジメントシステムを運用

問題点を改善をしながら運用を継続して

いく。

Ⅷ　代表者による全体の評価と見直し・指示

4)その他の環境経営システムの各

要素（実施体制を含む） 現環境経営システムを確実に運用すること

(必要)　　　　　　(不要）

全体の評価

2)環境目標及び環境活動計画
人員および業務の増加を考慮し、中期・次年度の目標と活動計画を作成する

(必要)　　　　　　(不要）

3)社会・取引先・法律等への対応
対応が必要となった場合、迅速に行うこと

(必要)　　　　　　(不要）

見直し・指示

見直し変更の必要性への言及

1)環境方針
現環境方針で運用する

(必要)　　　　　　(不要）

情報項目達成状況

及び評価

１.環境関連法規制等の遵守状況 評価・コメント

・廃棄物の削減：おおむね達成
次年度は業務増加で増える廃棄物量を考

慮し目標設定する

・二酸化炭素排出量削減：未達成
次年度は人員増加および業務増加で増え

る排出量を考慮し目標設定する

評価・コメント

・紙資源使用量の削減：未達成(購入量)

・業務の環境配慮：達成

2023年4月1日 定期　　　　臨時

・是正措置あり 問題点の改善を確認した

・対象案件なし

評価・コメント

・対象案件なし

評価・コメント

評価・コメント

・事務用品グリーン購入の推進：未達成 グリーン購入対象品を優先購入すること

評価・コメント

・環境関連法令について遵守している 法改正に注意すること


